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Junichi Akiyama
　2002年に成立したサーベンス・オックスレー法（ＳＯＸ法）の施行により、米国では会計不正対策
が本格化したといわれている。2004年夏以降の動きと、米国の会計不正対策が、わが国の会計不正対
策にどのような影響を与えているかを, 「経営・情報研究」No.９の研究ノートに続いて、検討する。
なお、現段階での仮結論は、ＳＯＸ法およびその影響によるわが国での対策の有効性は疑わしく、会
計、監査の枠組みを超えた広い観点からの対策が必要ではないかということである。
By actual application of Sarbanes-Oxley Act of 2002 (SOX Act), preventive measures of the accounting
scandals in the United States have been in place. In this note I would like to review major developments in
the United States after the summer of 2004 (the cutoff date of the previous year’s note), and their effects on
practices in Japan. A tentative conclusion is that SOX Act and various measures in Japan following such
act are not effective as expected and that we need to study how to prevent accounting scandals from a wider
point of view.
１．ＳＯＸ法の実施、適用
　米国における会計不正対策の切り札といわれ
ている（１）ＳＯＸ法の主要な内容は10項目（２）の
うち、最も手間がかかり、費用もかかるが、有
効性が高いと期待されているものは、「会社の経
営者は、財務報告に対する内部統制の有効性を
査定して、その結果を毎年株主に報告する義務
を負い（ＳＯＸ法、404条）、外部監査人は、内部
統制に関する経営者の査定を検討のうえ、報告
する義務を負う」条項であるといわれている。
　この内部統制に関する報告書は、米国ＳＥＣ
の調査（３）によると、2005年５月９日時点で2,951
社がＳＥＣに提出している（その約２ヶ月後の７
月６日の時点では、3,111社が提出）。そのうち、財
務報告に対する内部統制に重大な欠陥があると
報告した会社は、約12％の359社であった（７月
６日時点では、約13％の416社であったが、この間の
提出会社増加数の約 33％に財務報告に対する内部統
制の重大な欠陥があったことになる）。この359社の
うち58％が年間売上高５億ドル（１ドル＝110円
で換算すると、約550億円）未満の会社であり、６
％の会社が年間売上高 5,000億ドル（約 55兆円）
以上の会社であった。これから、小規模な会社
では、財務報告に関する内部統制の整備が遅れ
ている現実が明らかになる。
　また、財務報告に対する内部統制の重大な欠
陥があった会社の産業別内訳は表１の通りで、
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産業別の財務報告に対する内部統制の重大な欠
陥があった会社の割合は、表２の通りである。
　表２によると、卸売・小売業とサービス産業
では、内部統制の整備状況が遅れていることが
分かる。これは従来いわれていたことであるの
で、あまり驚かないが、金融・保険・不動産で
も内部統制に重大な欠陥があるところが残って
いることは注目に値する。金融機関で連邦預金
保険制度の対象となるものは、1990年代前半か
ら内部統制の整備、運用状況についての検討、報
告が義務付けられているので、重大な欠陥のあ
るのは、それ以外の銀行などと保険業・不動産
業になどと推定され、それらの会社では、内部
統制の整備・運用の状況が劣っているところが
多いということになる。
　ところで、注意を要することは、財務報告に
対する内部統制に重大な欠陥があることが、直
ちに、会計不正につながることではないことで
ある（６）。問題となる内部統制手段以外の方法で
会計不正を防止する場合もあるし、偶然に会計
不正が発生しない場合もある。しかし、この場
合には、内部統制が整備、機能している場合に
比べて、より高い確率で会計不正が発生するの
で、その事実と経営者はその重大な欠陥を是正
するために、いつ、何をすることを計画してい
るかを開示することが求められている。
　更に、注目に値するのは、ＳＯＸ法施行後相
当の時間が経過した後に、2005年８月に株式公
開を果たした商品取引大手レフコが、その当時
のＣＥＯも直接関与した４億ドルに上る会計不
正があり、その結果、2005年10月には連邦破産
法に基づく申請をした（７）ことである。「経営・
情報研究　No.９」（８）で疑問を呈したように、Ｓ
ＯＸ法は万能でないことを示している。
２．内部統制以外の施策
　ＳＯＸ法施行後のＳＥＣの施策で、財務報告
に対する内部統制の有効性の査定と報告以外に、
効果を上げているものには、（様式10－Ｋなどに
よる）ＳＥＣに対する年次報告書のＳＥＣス
タッフによるレビューがある（９）。このレビュー
は、特に、超大規模会社とリスクが高い業種の
会社の年次報告書を重視して、優先的に実施さ
れ、会計処理について多数の疑問が提起され、そ
の一部については、会社が会計処理、開示など
を修正することに同意し、訂正報告書を提出し
たという。また、会計基準が明確でないか、ま
たは、現在のビジネスの実態を適切に反映する
ために適切でないなどの場合には、財務会計基
準審議会（ＦＡＳＢ）に早急に対応を求めるな
ど、活発な対応策を講じている。会社が財務諸
表の訂正に応じる場合には、ＳＥＣのとる対策
に対する結果は、直ちに明確になるが、会計基
準、同解釈指針の設定、改訂などには時間がか
かるので、その面での効果は今後を待つより他
表１　内部統制に関する報告書提出会社と重大な
欠陥のあった会社＊（2005年５月９日現在４）
産業区分
製造業
金融・保険・不動産
サービス産業
運輸・通信・公共事業
卸売・小売業
その他
合　計
提出会社
32％
29％
14％
12％
８％
５％
100％
欠陥会社＊
30％
18％
21％
10％
14％
７％
100％
表２　産業別の重大な欠陥のあった会社５
産業区分
製造業
金融・保険・不動産
サービス産業
運輸・通信・公共事業
卸売・小売業
その他
12％
７％
17％
11％
22％
15％
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ない。
　また、ＳＯＸ法により設立された「公開会社
会計監督委員会」（ＰＣＡＯＢ）も暫定監査基準、
会計監査人の独立性に関する基準などを設定、
公表すると共に、ピア・レビューに代わるＰＣ
ＡＯＢのスタッフによる会計事務所の監査業務
のレビューを開始しているが、現時点では、そ
れによる成果はあまり明らかでない。
３．米国会計不正のわが国企業などへの
影響
　わが国では、1990年代最初に崩壊したバブル
経済の影響もあり、1990年代半ばから、住専問
題（銀行などの迂回融資を原資とする貸付金の焦げ
付きに伴う住専各社の経営破綻と資金の出し手の銀
行の不良債権問題）、大和銀行ニューヨーク支店の
不祥事（権限外の巨額投資に伴う損失の発生と当時
の大蔵省を巻き込んでの隠蔽工作）、山一證券の経
営破綻前の会計不正（飛ばし等を広く行い、巨額の
損失を蒙った）、北海道拓殖銀行をはじめとする
日本長期信用銀行、日本債券銀行などの経営破
綻（不十分な貸付審査とその結果、発生した不良債権
処理の遅れなど）、事業会社としては、そごうグ
ループの経営破綻（連結逃れ、持分法適用逃れが出
来る会社統治機構とそれを利用した過剰借入と巨額
損失隠し）などがあり、いずれの場合も、会計処
理が適切でないといわれている（10）。
　この事態に対処するために、旧大蔵省、金融
庁は、わが国の財務報告を個別企業の親会社財
務諸表中心の開示から企業グループの連結財務
諸表中心の開示に移行させ、橋本元首相の提唱
による「会計ビッグ・バン」という名の下での
会計基準の新設・改訂が行なわれると同時に、会
計監査の強化を図るために、監査基準の改訂な
ども行なわれた。このような基準、制度の変更
には、時間がかかるが、2001年12月に米国でエ
ンロン事件が発生した時点では、これらの改訂・
実施にほぼ目処がついた時期でもあった。また、
この時点では、わが国では、米国などとは異な
り、金融機関が米国などのヘッジ・ファンドを
模倣したリスクが高く、会計処理の基準が明確
でない分野の取引、あるいは、ＩＴ企業の架空
取引などは、発生する環境にないと、会計、監
査の専門家の多くは考えていたふしがある。そ
のため、日本公認会計士協会（ＪＩＣＰＡ）その
当時の会長の奥山章雄氏は、経営環境が異なる
ので、わが国では、米国と同じ種類の会計不正
は起こる可能性が低いと述べ、事態の沈静化に
努めた。ただ、本稿で後述するように、この認
識が間違いであったことは、その後、明確になっ
た。
　以上の背景の分析に基づき、米国の会計不正
のわが国への影響を考えよう。
　第１はＳＯＸ法の影響である。これは、米国
ＳＥＣに登録しているわが国の会社（約30社－
数は少ないが、わが国経済に与える影響は大きいと
いわれている；以下、ＳＥＣ登録会社という）に対
する影響とわが国への一般的影響（ＳＥＣ登録会
社以外のわが国会社への影響）がある。
　第２は米国の経済環境に類似した経済環境が
わが国でも発生したことに伴う会計不正の発生
である。
４．ＳＯＸ法のわが国への影響
　ＳＯＸ法の規定は、報告の義務が延期されて
いる「経営者が財務報告に対する内部統制の有
効性を査定し、その結果を株主に報告すると共
に、外部監査人は経営者の査定を検討し、報告
する」義務を含めて、ＳＥＣ登録会社に適用さ
れる。これに対するこれらの会社の対応は、内
部統制の整備、運用、評価を含めて、ＳＯＸ法
に完全に準拠する努力をする会社と、米国証券
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市場から撤退を検討する会社に分かれる。
　会社の経営者が内部統制の有効性を査定、評
価するためには、強力な内部監査部門を必要と
するが、わが国の会社で強力な内部監査部門を
擁する会社は少ない（11）ので、当面は、業務の一
部をアウト・ソーシングすることになり、費用
の面でもかなりの負担になろう（米国での外部コ
ストは約 130万ドル＝１億５千万円；内部コスト約
100万ドル＝１億１千万円（12）という統計がある）。米
国資本市場に留まるかどうかは、資金調達以外
の意味もあるので、その撤退には高度の経営判
断を要するものと思う。
　ＳＯＸ法のＳＥＣ登録会社以外のわが国会社
への影響に目を向けると、わが国への内部統制
の評価・報告の制度の導入と会計監査業務の品
質管理の問題がある。
（1） 内部統制の評価・報告の制度
　2004年秋に発覚した有価証券報告書不実記載
などの問題を契機として発表された金融審議会
金融分科会第一部会の報告に基づき、企業会計
審議会は「内部統制部会」を設置し、「財務報告
に係る内部統制の有効性に関する経営者による
評価の基準及び公認会計士等による検証の基準
について」の策定を行なうこととして、鋭意作
業した結果、2005年７月に、「財務報告に係る内
部統制の評価及び監査の基準（公開草案）」を発
表した。この公開草案は、米国の内部統制報告
実務での反省点等を考慮に入れながら、経営者
の評価及び監査人の監査の双方にとって合理的
な受け入れが可能なような方策が講じられてい
る（13） という。この公開草案は当初の予定より
遅れて、2005年 10月末に最終基準になった。
　内部統制の整備、運用の評価の必要性は、1950
年代にわが国に証券取引法監査が導入されて以
来、事ある度に、主張されてきた。また、内部
統制の運用と評価などのために、内部監査の必
要性も説かれてきた。企業をめぐる不祥事が露
見する度に、内部統制の強化策、内部監査の充
実に向けた動きはあるが、やがて忘れられて行
く。特に、企業が経営危機に陥ると、最初の削
減対象には、内部統制と内部監査が含まれてい
た。
　また、大掛かりな不正には、経営トップが拘
わっていることが多く、内部統制が及ばないこ
とがほとんどである（理論上では、内部統制は経営
トップにも及ばなければならないが、実務ではそう
なっていないのがほとんどの場合といえる）。例え
ば、カネボウの粉飾決算は社長と経理担当常務
主導で行なわれており、会計監査の責任者も関
与していたという（14）。西武鉄道の有価証券報告
書不実記載では、社長、その他の役員が親会社
の会長を説得できず、承知の上で、行なわれて
いた。社長が知っていたということは、ある意
味では、内部統制が機能していたともいえる（上
場基準を充たすために、架空の株主を作ることは、引
受証券会社のアドバイスで行なわれた時期があり、
1980年代半ばでも、600社程度の会社が大株主の持株
数を不実記載しており、その後も是正されていない
とい噂があったが、2004年秋から 2005年にかけて、
有価証券報告書の訂正報告書の提出会社数とほぼ一
致したことは、その噂が真実に近いことを裏付けて
いるといえよう）。
　「公開草案」の示す手続などは、米国などの経
験などを反映するものであり、この採択により、
わが国も監査の質の向上に努力していることを
示すという効果はある。しかし、基準設定者の
意図通り実施される方策は示されておらず、更
に、それが実施された場合でも、企業の不祥事
を防止できる保証はないという問題がある。
（2） 会計監査業務の品質管理
　この問題は、ＳＯＸ法の影響を受けて、わが
国の監査のレベルを上げようとすることから生
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じたのであるか、わが国特有の問題かは明らか
でない。わが国の会計監査業務の品質管理は、Ｓ
ＯＸ法以前の米国と異なり、ＪＩＣＰＡの責任
の下に、その専門職員とし委嘱された品質管理
レビューアーのチームが監査法人、公認会計士
事務所の監査業務をレビューし、その結果は、Ｊ
ＩＣＰＡ内部で定めた手続に従った承認を得て
報告される。この品質管理レビューを巡り、公
認会計士・監査法人が実施する会計監査業務を
監督する公認会計士審査会とＪＩＣＰＡとの見
解の相違がある。審査会は品質管理レビューの
結果、会計不正を皆無にすることを求める（言い
換えれば、品質管理レビューでサンプルに選んだ会
社の監査は有効であり、会計不正はないことを求め
る）が、ＪＩＣＰＡは品質管理レビューが監査の
品質管理手続が実施される体制が整備されてお
り、適切に機能していることを確認する目的で
あるので、この手続により会計不正がないこと
を確認はできないという。本来、会計監査人は
強制捜査権を持つ訳でないので、会計監査の結
果、会計不正が皆無であることは保証できない
（強制捜査権を持っても、会計不正が皆無であること
を保証することは、多分、無理であろう）。会計監査
の担当者が被監査会社と共謀した場合でも、監
査事務所の品質管理手続がしっかりしていれば、
例外的な場合を除き、監査意見審査段階で会計
不正を見抜くことができる確率は極めて高い。
問題は、監査意見審査部門が必要としている関
係証拠を全て入手できるか、入手できない場合
には、会計監査人が監査意見を差控える決定を
しても、損害賠償などの民事責任を免除されて
いるかということにある。これがない限り、証
拠がないので、監査意見を差控えるという結論
を出すのは難しいことが多い。
　また、会計監査人が財務諸表に対して不適正
意見を出せば、その会社は上場廃止となるため、
その会社が破綻することも少なくない。つまり、
会計監査人は、時として、事実上、被監査会社
の生殺権を持つことになる。残念ながら、会計
監査人は会計の専門家であり、経営の専門家で
はない。そのため、この事実上の生殺権を行使
することを躊躇し、それが経営者から共謀を持
ちかけられ、罠に嵌る原因となる。
５．環境の変化に伴う会計不正の可能性
　1980年代までは少ないといわれていた新興市
場にも、相当数の会社が上場し、株式を公開し
ているが、これらの会社の経営者の公開会社と
しての意識は極めて低い（外部から資金を預かり、
会社を経営するという意識ではなく、株式公開によ
り持株の一部を処分して、自分が経済的利益を得た
いという意識が強い）。また、これらの会社のコー
ポレート・ガバナンス制度、内部統制などは整
備されていない状況である。このような会社の
代表となるＩＴ産業で近年株式公開会社の会計
不正が露見したのがこの例である。これらの会
社では、架空の収益が計上されたため、ＪＩＣ
ＰＡがＩＴ産業について当面の収益計上のガイ
ドラインを示したが、それで十分な訳ではない。
収益計上については、全面的に検討し直す必要
がある。
　次は、ＳＰＥ（特別目的会社）の問題がある。
資産の流動化を目的として、ＳＰＥに資産を移
し、それを証券化して、売却するのであるが、実
質的には、売主の資産は消滅しておらず、また、
ＳＰＥに対する支配が継続しているにもかかわ
らず、そのＳＰＥが連結対象がとなっていない
ため、債務も簿外になっているという事態が見
られ、これはエンロン事件で発生した問題と同
じである。このスキームを使用する取引を金融
機関が推進しているようであるので、わが国で
も米国と同じような状況になりつつあると、考
えるのが適切であろう。エンロン事件発生直後、
米国会計不正対策のその後とわが国への影響
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ＪＩＣＰＡはＳＰＥの実態を調査したが、その
調査をアップデートし、問題が発生する前に手
を打つ必要があろう。
　また、米国で流行していた金融商品を使用し
ての利益の圧縮、増加なども徐々に増加する傾
向にあるという。金融商品を扱うのは金融機関
であり、それらが収益を向上させる必要に迫ら
れているということは、金融機関に収益をもた
らすこの種の取引が増加するバックグランドが
あるといえる。
　更に、わが国の会計基準は、国際財務報告基
準（ＩＦＲＳ）と異なり、米国の多くの場合と
同様に、新会計基準は、将来に向けて適用し、過
去に遡及して、過去の財務諸表を再表示するこ
とはしない。このため、企業結合とか減損会計
の基準の適用に際して、経営者は大きな自由度
を持ち、公表財務数値が一般投資家に誤解を与
える原因を内臓している。表面は基準に準拠し
ているが、実質は、不適切な会計処理が行なわ
れる可能性がある。（この影響を最小にするために
は、新会計基準を早期適用する場合にも、新会計基準
に準拠することを強制すること、新基準により過去
５年間の財務諸表を修正、再表示して、プロフォーマ
形式で開示させることなどが考えられる。）
６．今後の課題
　以上、米国でのＳＯＸ法施行の状況、同法の
わが国への影響のいくつかを概観した。そこか
ら分かることは、程度と方法の差はあるものの、
日米とも内部統制の整備、運用の強化と会計監
査の強化を通じて、会計不正防止の主たる方法
としようとしていることである。
　ＳＯＸ法の適用を受けていたはずの商品取引
大手レフコの前ＣＥＯ主導の会計不正が上場直
後に露見したように、ＳＯＸ法は会計不正の防
止に万能でないことを述べた。大恐慌直後の
1933年以来、米国では会計不正の防止のために、
厳しい規制を重ねてきた。また、1980年代前半
には、ロッキード事件などに対処するために制
定された「海外不正行為防止法」により、米国
の公開会社は内部統制の整備、運用が法律で義
務付けられた。更に、1980年代から1990年代初
めにかけての金融機関の破綻が多発した対応策
として、連邦預金保険制度に加入する金融機関
には、内部統制の整備、運用状況についての報
告を義務付けた。これらの施策にもかかわらず、
発覚数に増減はあるものの、会計不正は継続し
て発生している。
　わが国でも、会計不正は時代にかかわらず発
生し、その都度、対策が叫ばれ、不完全な形で
あるが実施される。しかし、会計不正は同じよ
うな形式で、あるいは、形を変えて発生する。
　ここで考えなければならないことは、日米と
もに、会計不正に対する対策が間違っているの
ではないかということである。監査とか会計と
かの問題としてだけ取上げるのではなく、犯罪
社会学、犯罪心理学などの観点も含めた学際的
アプローチを取らない限り、有効な解決ができ
ないように思われる。これは今後の課題である。
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